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答した企業等は 81％にものぼる．そのため企業等の IT 部門では ITIL（Information Technology 
Infrastructure Library）（OGC，2011）を導入してシステム運用の品質向上等を図っている． 
ITIL は 1989 年にイギリス政府が公表したシステム運用における成功事例集（ベストプラ
クティス）であり，現在では事実上の世界標準（デファクトスタンダード）になっている．
ITIL の最新版である ITIL V3 では，5 冊のコアブックにシステム運用に必要な 26 個のプロ
セスが記載されている（表 1-1）．たとえば，インシデント管理プロセスの項目には，インシ


























かつ実務的であり，企業等の IT 部門で直接的に役立つよう工夫されている． 
 ITIL の発展経緯は次の通りである．1980 年代のイギリス政府において，IT サービスの方
法論を整理する活動が行われた結果，1986 年に現在の ITIL の基礎となるガイドラインが出
来上がり，1989 年に CCTA（Central Computer and Telecommunications Agency）によって ITIL
バージョン 1 が公開された．ITIL バージョン 2 への改版作業は 2000 年から開始され，2001
年にリリースされた．バージョン 2 は社内情報システムに関するベストプラクティスも記
述されている．2006 年には国際規格である ISO/IEC 20000 に移行され，国際標準にもなって
いる．なお，ISO/IEC 20000 と ITIL の関係については，2.2 節で詳述する．ITIL バージョン
3 への改版作業は 2004 年から開始され，2007 年にリリースされた．バージョン 3 はバージ
ョン 2 に比べてより戦略的なガイダンスが盛り込まれている．また，コアブックの更改に合
わせてプロセスも刷新されている．ITIL バージョン 3 はその後，2011 年にマイナーチェン
ジされ，ITIL V3（2011 年版）がリリースされた．本研究では，ITIL の現時点の最新版であ
る ITIL V3（2011 年版）を前提とする． 
ITIL の普及状況を図 1-2 に示す．これは AXELOS 社が 2014 年にアンケート調査した，全
世界の主要企業の IT 部門における各種フレームワークの適用割合を表している（N=376）．
これらのフレームワークの中で ITIL は 63%と高い割合で適用されている．なお，これらフ
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ツ・オーストラリアの 4 か国の企業 623 社に対してアンケート調査を実施して，平均で 48%
の企業に ITIL が導入されていることを示している．4 か国を国別に見ると，米国が 39%，
イギリスが 53%，ドイツが 75%，オーストラリアが 41%で，イギリス生まれの ITIL はヨー
ロッパを中心に普及していることが分かる． 




一方，日本国内における ITIL 普及状況については，JUAS が毎年の定例調査（企業 IT 動
向調査）の中で調査している．最新の 2017 年の調査に拠ると，ITIL 導入済みの企業は 10.4%
（n=990）に止まっている（JUAS，2017）．ただし，企業規模別に見ると，売上高 1 兆円超
の大企業（n=50）においては 54.0%の企業が ITIL 導入済みであり，売上高 100 億円未満の






































ITIL 普及のための推進団体として，itSMF が各国に存在している．日本でも 2003 年に日
本ヒューレットパッカード，富士通，マイクロソフト，NTT コミュニケーションズ，日立製
作所，NEC，P&G，プロシードの 8 社により，NPO 法人として itSMF Japan が設立され，
ITIL 認定資格の普及や書籍の翻訳やセミナー開催等を通じて ITIL の普及活動が行われてい
る． 




itSMF Japan によると，2013 年にはファンデーション資格の国内取得者は 11 万人を超え，
年間 1 万人のペースで増加している． 
 
1.2 ITIL の課題と問題意識 




IT 部門にとって課題となっている．  
本研究では，以上の 2 つの課題のうち「実践面での課題」を研究対象とする．筆者は長年
にわたり企業の IT 部門でシステム運用の業務を担ってきたが，その経験から ITIL の実践面
での課題に問題意識を持っている．ITIL のコアブックに記載されているプロセスの内容は
レベルが高いため，実際にはそれを実践しようとすると，様々な障壁により成果へ至らない

























・ITIL：Information Technology Infrastructure Library の略称．アイティルと呼称する． 
・ITIL 実践：ITIL の導入および定着の総称． 
・企業等：企業，団体，組織等の略称． 













ュー論文を発表している．森口は，CSF と似た概念として，KPI（Key Performance Indicator），
KSF（Key Success Factors），KGI（Key Goal Indicator）など多くの概念があり，それらが様々
な定義で使用されていると述べている．とくに CSF と KPI はビジネスで頻繁に使用される
用語にも関わらず，その関係が曖昧である．たとえば，Bullen（1981）は CSF の定義を「組
織目標を成功に達成するため，物事がうまくいかなければならない重要な領域」としている．
森口は，CSF と KPI をめぐる論議は大きく 2 つの捉え方があるという．一つ目は CSF と KPI
をほぼ同義と捉え，「組織のビジョンの実現，組織目標の達成，戦略の成功の実行に不可欠
な評価指標あるいは要因（領域）」という定義である．二つ目は CSF と KPI を厳密に区別
し，CSF 達成のために KPI という先行指標が設定されるという二段階の構造を形成する関
係性として捉えるものである．すなわち，CSF はある目標の実行のために重要性を持つ要因
であり，それを実現するために設定される指標を KPI とする考えである．本研究では，これ





















る．具体的には，ITIL に関連あるフレームワークである COBIT と CMMI と国際規格である
ISO20000 と ISO27001 の内容と位置づけについて述べる．これらにより，本研究の研究対象
として ITIL が適切であることを述べる．第 3 節では，ITIL 実践の CSF と成果について探索
する．ITIL 実践に関する関連研究は多く，既存のレビュー論文，CSF の抽出，成果の抽出，
CSF と成果の関係の順で先行研究を概観していく．第 4 節では，研究方法の関連研究とし
て，質的研究を探索する．質的研究全体を概観したのち， GTA，M-GTA，ケース･スタディ，


















備して実践することである．IT ガバナンスとはこのコーポレートガバナンスを IT の側面か
ら支援するものである． 
 COBIT は 1996 年に制定され，当初はシステム監査を目的としたものであった．その後，
1998 年に COBIT2，2000 年に COBIT3，2005 年に COBIT4 とバージョンアップを重ね，現
在は 2012 年にリリースされた COBIT5 が最新版である．現在，COBIT は IT ガバナンスの
分野で事実上の世界標準となっている． 
 COBIT は非営利団体の ISACA（Information Systems Audit and Control Association）により
策定されている．ISACA は 1969 年に設立された，情報システム監査や情報セキュリティや
リスク管理や IT ガバナンスに関する専門家の集団である．現在 140 以上の国・地域に展開
され，11 万人の会員を有する国際的な団体である． 
 COBIT5 の構成を図 2-1 に示す．COBIT はガバナンスとマネジメントを分けて捉えるとこ
ろに特徴があり，ガバナンスとして 3 個（評価，監視，方向づけ），マネジメントとして 4
個（計画，構築，実行，監視）のドメインから構成される．各ドメインは複数のプロセスか





 COBIT はプロセス重視のフレームワークであり，企業の IT に関わる全ての業務をプロセ












ンスの強化を目的としており，その点で ITIL と大きく異なっている．図 2-1 の通り，ガバ
ナンスはマネジメントよりもさらに上位のコントロールであり，プロセス自体の強化を目
的とした ITILとは位置づけが違う．それゆえ，ITガバナンスの分野で世界標準であるCOBIT
と ITIL は用途により使い分けるのが適切である． 
  
(2) CMMI-SVC 
CMMI-SVC（Capability Maturity Model Integration Service）とは，CMMI の IT サービス版




と改称し，併せて IT サービス版の CMMI-SVC が新たに定義された．CMMI シリーズは現
在米国 CMMI Institute により所有・管理されている． 
CMMI-SVC は 24 個のプロセスで構成されるプロセスベースのフレームワークであり，内




SVC は企業等での認知が進んでいない．たとえば，日本国内において 2015 年の 1 年間に




標準である ITIL を研究対象として選択する． 
 
(3) ISO20000 
 ISO20000 とは，企業等の IT サービスのマネジメントシステム（Information Technology 
Service Management System．以下，ITSMS）に関する要求事項を規定した国際規格である（ISO，
2011）．ISO20000 は ISO により 2005 年に規定された．そのベースとなったのは ITIL であ




は 2011 年に改定が実施され，現在の最新版は ISO20000:2011 である．日本においても JIS Q 
20000 として日本工業規格となっている． 





証を取得している企業は，全世界で 2778 件，国内では 205 件である（2015 年時点）． 











ISO27001 とは，企業等の情報セキュリティのマネジメントシステム（ Information 
Technology Management System．以下，ISMS）に関する要求事項を規定した国際規格である
（ISO，2013）．ISO27001 の目的は ISMS の確立・維持・継続的な改善やリスクアセスメン
トおよびリスク対応の推進である．ISO27001 は ISO により 2005 年に策定された．その前身
は ISO20000 と同様に英国商務省の規格であり，2002 年に規定された BS7799 が ISO27001
へと発展した経緯である．ISO27001 はその後 2006 年，2013 年に改定が施されている．
ISO27001 はシリーズ化されており，現在も増え続けている．たとえば，ISO27017 はクラウ
ドの情報セキュリティ，ISO27034 はアプリケーション設計の情報セキュリティに関する規
定である．現在では ISO27030 番台まで策定されている．なお，ISO27000 は用語集であり，
要求事項は ISO27001 に記載されている． 
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ISO27001 は，ISO20000 と同様に認証制度があり，2015 年の調査によると全世界で 27536
件の取得件数がある．そのうち日本国内における取得件数は 8240 件である．ISO27001 は日
本の政府・企業の情報システムの調達の際の条件になっている場合が多く，そのために認証
取得件数が増大していると考えられる． 
ISO27001 と ITIL の最も大きな相違点は，ITIL が IT サービス全般を対象としているのに
対して，ISO27001 は情報セキュリティに特化している点である．また，ISO20000 と同様に，
ISO27001 はマネジメントシステムである点や要求事項である点が ITIL とは相違している． 
 
2.2.2 各フレームワークと本研究との関係 




本研究で独自に各フレームワークの位置づけを示したものが図 2-2 である．この図の x
軸は開発・運用・セキュリティといった「IT 分野の対象領域」を表し，y 軸はガバナン
ス・マネジメント・プロセスといった「マネジメントの対象領域」を表している．この図
より，ITIL と 4 つのフレームワーク等は対象領域が少しずつ異なっていることが分かる．
各フレームワークの対象領域に「普及状況」という観点も加え，本研究との整合性を一覧
表にしたものが表 2-1 である．本研究は，IT 分野の対象領域は運用分野であり，マネジメ
ントの対象領域はプロセス分野であり，事実上の世界標準であること望ましい．それゆ
























本研究 運用分野 プロセス分野 事実上の世界標準 －
ITIL 運用分野 プロセス分野 事実上の世界標準 〇
COBIT 開発・運用などIT全分野 ガバナンス分野 事実上の世界標準 △
CMMI-SVC 運用分野 プロセス分野 普及していない △
ISO20000 運用分野 マネジメント分野 やや普及している △
ISO27001 セキュリティ分野 マネジメント分野 事実上の世界標準 △
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2.3 ITIL 実践の CSF と成果の抽出 




 Iden 他（2013）のレビュー論文によると，ITIL 実践に関する研究テーマは主に以下の 4 つ







 以上の 4 つに次いで，次の 3 つの研究テーマも複数の論文で取り上げられている． 
⑤Strategies and methods（戦略と方法） 
⑥IT Governance（IT ガバナンス） 
⑦Performance measurement（パフォーマンスの測定） 
 Barros（2015）のレビュー論文によると，2010 年から 2014 年の 5 年間で ITIL の文献は 77
のジャーナルに 101 個の論文が掲載され，それらは 158 人の著者（含む共著者）によって発







においても，第 4 章にてインシデント管理プロセスに関する事例を扱う． 
 
2.3.2 CSF の抽出 







他の 4 つの企業等の事例を分析して，IT 部門内外とのコミュニケーション，技術の適用，
ITIL に馴染みやすい組織文化の醸成などを CSF として抽出している．Tan 他（2009）他は
オーストラリアの政府機関でのインタビュー調査により，組織文化の変革，サポート･ベン
ダーとの協力関係などの CSF を抽出している．Pedersen 他（2010）はデンマークの 2 つ企
業への詳細なインタビューから，Quick wins（小さな成功体験からプロジェクトを進める）
など 18 個の CSF を抽出している． 
以上のように，先行研究では数個から十数個の様々な CSF が抽出されているが，昨今で
はそれらを整理・統合する方向で進んでいる．Sarvenaz 他（2011）はそれまでの文献調査か
ら以下の「7 つの CSF」を示した．本研究では，この「7 つの CSF」を参考にする． 
①Top management support（経営層による支援） 
②Change management and organizational culture（マネジメントと組織文化の変革） 
③Communication and cooperation（コミュニケーションと協力） 
④Project management and governance（プロジェクトマネジメントとガバナンスの強化） 
⑤Training and competence（メンバーの訓練と専門性の向上） 
⑥ITIL process implementation and applied technology（プロセスの実践と技術の適用） 
⑦Monitoring and evaluation（プロセスの監視と評価） 
Ahmad（2013a，2013b）は，Sarvenaz 他が提案した CSF を検証したうえで， UAE（アラ
ブ首長国連邦）の金融機関に対してそれらを実際に適用して考察を行っている． 
 一方，国内においては，ITIL 実践の CSF に関するケース･スタディがいくつか発表されて
いる．角田（2015）は，開発部門と運用部門の協業により非機能要件不備によるシステム障
害を削減した事例から，ITIL 実践の成功要因の一つとして「開発部門と運用部門の協業」を
示唆している．この成功要因は上記の Sarvenaz 他の「7 つの CSF」のうち③コミュニケーシ
ョンと協力の一部であり，CSF よりも詳細なレベルの成功要因にあたる． 














これが関連研究における 1 つ目の課題である． 
 
2.3.3 成果の抽出 
 ITIL 実践の成果の抽出に関する主な関連研究は以下の通りである．Hochstein 他（2005）
は，欧州の 6 つの大企業の IT 部門にインタビューを行ったケース･スタディを発表し，その
中で以下の 3 つを成果として抽出している． 
①Client/service orientation and the quality of IT services respectively 
（顧客･サービス志向と IT サービス品質の向上） 
②Efficiency due to standardization, optimizing of processes and process automation 
（プロセスの標準化・最適化・自動化による効率化） 
③Transparency and comparability through process documentation and process monitoring 
（プロセスの文書化・監視化による可視化） 
Potgieter 他（2005）は南アフリカでのアンケート調査により，ITIL 実践と成果の関係につ
いて定量的に測定し，ITIL 実践と以下 2 つの成果には相関関係があると報告している． 
①Customer satisfaction（顧客満足度の向上） 
②IT service quality（サービス品質の向上） 
Cater-Steel 他（2009b）は，オーストラリアの 65 の企業等へのアンケート調査を実施して，
ITIL の成果について広範な項目を抽出しているが，その中でも以下の 6 項目を主な成果と
して挙げている． 
①Improved customer satisfaction（顧客満足の向上） 




④Improved IT service continuity（IT サービス継続性の向上） 
⑤Reduced cost/incident（コストとインシデントの削減） 
⑥Improved IT employee productivity（従業員の生産性の向上） 




③Standardization of service（サービスの標準化） 
④Return on investment（投資対効果） 
⑤Efficiency（効率化） 
⑥Internal processes（内部プロセスの改善） 






⑤Reduction in IT downtime（障害時間の削減） 
⑥Business alignment（ビジネスとの連携） 
一方，国内においては，itSMF Japan が日本企業 334 社へアンケート調査を実施し，ITIL










2.3.4 CSF と成果の関係 
Iden 他（2014）は CSF から成果を経て満足度に至る関係をアンケート調査で定量的に明
らかにしている．同研究のモデルを図 2-3 に示す．同研究では，図の左から右へ向けて CSF
－成果－満足度の相関関係があることを仮定している．Iden 他はこのモデルをもとに以下
の項目についてアンケート調査を実施して共分散構造分析で分析を行っている．アンケー
ト調査は，北欧の itSMF メンバーへメール送付して 446 名からの回答を得ている．CSF と
しては，以下の 3 つを採用している． 




徴があり，以下の 5 つの変数も導入している． 
①Sector（業界） 
②Size（企業規模） 
③ITIL Expectation（ITIL への期待） 
④Time（実現期間） 
⑤Business Condition（ビジネスの状況） 





























 次に，最新の研究として，Eikebrokk 他（2017）は，北欧 4 国（フィンランド，スウェー
デン，デンマーク，ノルウエー）の itSMF 会員 160 名へのアンケート調査から，CSF から
ITIL プロセスを経て成果へ至る相関関係を定量的に明らかにしている．同研究のモデルを
図 2-4 に示す．同研究では，図の左から右へ向けて CSF－プロセス－成果に相関関係のある
ことを仮定している．Eikebrokk 他はこのモデルをもとに以下の項目についてアンケート調
査を実施して共分散構造分析で分析を行っている．CSF としては，以下の 6 つを採用して
いる．  
①Senior management involvement（上級管理職の巻き込み） 
②Organizational commitment（組織的な推進） 
③Group efficacy（グループ活動の効力） 
④Project Management Capability（プロジェクトマネジメントの能力） 
⑤Software Quality（ITIL システムの品質） 
⑥Organizational resources（人的資源の投入） 
ITIL Process




































①CSF が 3 つから 6 つに増えている． 
②CSF から成果へ至る経路が，CSF－プロセス－成果という 3 段階のモデルとなった． 
③組織（IT 部門）の外部のコンテクスト（文脈）に着目していない．研究の関心は CSF－
プロセス－成果の関係に集中している． 








Mourad（2014）は 10 社へのインタビュー調査から 8 つの課題を抽出し，その一つが「経
営トップの支援不足」としているが，その解決策は「経営層は ITIL プロジェクトの初期の
段階から支援しなければならない」「経営層はリソース（要員・予算）を確保しなければな
らない」といった経営層の視点である．つまり，IT 部門の視点から ITIL 実践の CSF と成果
の関係が論じられていない．これが関連研究における 2 つ目の課題である． 
 
2.3.5 CSF と成果に関するその他の関連研究 




Cots 他（2016）はスペインの 105 社の企業等のアンケート調査から 14 個の成果を抽出し
て，それらの成果と満足度との関係を定量的に示している．この研究の特徴は，ITIL の成果
を企業の外部に関するものと内部に関するものに分類した点であり，調査の結果，14 項目
のうち 3 項目が外部，8 項目が内部，3 項目が棄却されている．また，Gacenga（2011）はオ
ーストラリアの 6 つの事例を丹念に分析し，ITIL 実践が成果へ至るための要因として，22
23 
 
















Xiaozhong 他（2015），Melendez 他（2016）などが挙げられる． 
指標に関する関連研究も複数発表されている．Spremic （2008）は従業員数 5000 名を超
える大規模な銀行に ITIL を導入した事例を取り上げ，インシデント管理，問題管理，構成
管理，変更管理の 4つのプロセスのKPIがどれほど向上したかを測定し，定量的な指標（KPI）







2.3.6 ITIL 実践の CSF と成果の抽出のまとめ 
 本節のまとめを表 2-2 に示す． 
表 2-2 ITIL 実践の CSF と成果における関連研究のまとめ 
  













































































































































1967 年に Glaser と Strauss が執筆した著作は，社会科学の質的研究について新しい方法
論を紹介した（Glaser，1967）．その後，多くの研究者が GTA を採用し，GTA の方法論が
研究されるようになると，この方法論はさまざまな解釈や応用が可能だということが分か
った．また，その創始者である Glaser と Strauss さえも，この方法論の性質および実践方
法について意見が一致しなくなった．その結果，GTA には多くの派生版が生まれた．それ







る．その一つが，以下に示す GTA 簡略版である． 
























速に普及が進んでいる．M-GTA の普及を目的に 2010 年に発足した「M-GTA 研究会」の定
例会は 80 回を数え，毎回研究者や大学院生が意見交換したり，スーパーバイザーからアド
バイスを受けたりしている（2018 年 1 月現在）．筆者もこの研究会の正会員として，M-GTA
の研鑽を積んでいる． 














ンタビューの 3 種類があるが，M-GTA では半構造化インタビューが推奨されている．本研

















































































































2.4.5 KJ 法 
 KJ 法とは，断片的なデータを統合することによりアイデア創出や課題解決を図るための




KJ 法は次の 4 ステップからなる．①カード作成：1 つのデータを 1 枚のカードに要約し
























































法の 5 つの研究方法について述べた．その概要を表 2-4 に記す． 












































































































して ITIL が適切であることを述べた．  
第 3 節「ITIL 実践の CSF と成果の抽出」では，まず既存のレビュー論文として 2 編を取
り上げた．それにより，ITIL 実践に関する研究のテーマは，主に CSF（重要成功要因），
Benefits（成果），Motives（導入目的），Implementation status（実践の状況）の 4 つであり，
そのうち CSF に関する研究が最も盛んであり，CSF を活用してどのようにして ITIL 実践を
図るのかという命題に対する関心の高さを表わしていることを明らかにした．次に，CSF の
抽出に関しては，研究方法として ITIL を実践した企業等のケース･スタディやアンケート調
査や文献調査が多い．本探索では，2000 年代前半から現在に至るまでの CSF 抽出の変遷を
トレースし，近年ではいくつかの CSF に収束してきたことに言及した．成果の抽出につい
ても同様にフォローして，近年では CSF と同様にいくつかに収斂されることを明らかにし
た．最後に CSF と成果の関係ついては，Iden と Eikebrokk と Mourad の先行研究を取り上げ，
研究の変遷と現在の課題について言及した． 




















がすでに発表され，CSF と成果は相関関係があることを示している．Eikebrokk は CSF－プ
ロセス－成果という 3 段階のモデルを定量的に検討した研究を発表している．ただし，先行
研究において CSF と成果の関係は IT 部門の外部や経営層の視点から論じられている． 
 
(2) 先行研究の課題 
 以上を踏まえ，以下の 2 つを先行研究の課題として明らかにした． 
課題 1：先行研究において CSF は豊富に抽出されているが，それよりも詳細なレベルの成
功要因は部分的にしか抽出されていない． 
課題 2：先行研究において CSF と成果の関係は IT 部門の外部や経営層の視点から論じられ
ているが，IT 部門の視点から論じられていない． 
 
 (3) 研究課題の設定 
以上を踏まえ，以下の 3 つを研究課題として設定する． 





研究課題 2：研究課題 1 で構築したモデルの評価・拡張を行い，モデルの有用性を高める． 
（モデルの拡張） 






第３章 CSF から成果へ至るモデルの構築 
 
3.1 目的 




















し，情報システムの運用に精通する 20 名を選出した．20 名とした理由は後述する．対象者





調査対象者の一覧を表 3-1 に示す．調査対象者 20 名の属性は以下の通りである． 
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・年齢：20 代 1 名，30 代 6 名，40 代 10 名，50 代 3 名 
・役職：部長クラス 2 名，課長クラス 10 名，担当者クラス 8 名 
・業種：金融 5 名，サービス 3 名，流通 1 名，運輸 5 名，製造 3 名，インフラ 3 名 
・ITIL 導入状況：導入済み 18 名，未導入 2 名 
 
(2) 調査方法 
2017 年 5 月から 7 月にかけて，半構造化面接によるインタビュー調査を実施した．場所






質問 1）ITIL 実践に関して経営者の理解はありますか？  
No. 年齢 役職 *1 業種 ITIL導入状況
1 40代 部長ｸﾗｽ 金融 導入済み
2 30代 担当者ｸﾗｽ 金融 導入済み
3 40代 課長ｸﾗｽ サービス 未導入
4 50代 課長ｸﾗｽ 流通 導入済み
5 50代 課長ｸﾗｽ サービス 導入済み
6 30代 課長ｸﾗｽ 金融 導入済み
7 40代 課長ｸﾗｽ 運輸 導入済み
8 40代 課長ｸﾗｽ 運輸 導入済み
9 40代 担当者ｸﾗｽ インフラ 導入済み
10 30代 部長ｸﾗｽ 運輸 導入済み
11 40代 担当者ｸﾗｽ 運輸 導入済み
12 30代 担当者ｸﾗｽ 製造 未導入
13 50代 課長ｸﾗｽ インフラ 導入済み
14 40代 担当者ｸﾗｽ インフラ 導入済み
15 20代 担当者ｸﾗｽ 製造 導入済み
16 40代 課長ｸﾗｽ 製造 導入済み
17 40代 課長ｸﾗｽ 運輸 導入済み
18 30代 担当者ｸﾗｽ 金融 導入済み
19 30代 担当者ｸﾗｽ サービス 導入済み





質問 2）組織的な施策や支援策はありますか？  
質問 3）運用部門は内外で協力していますか？  
質問 4）メンバーの専門性の向上を図っていますか？  









頼書と同意書を付録 A として本研究の最後に収録した）．  
 
3.2.2 分析方法 
インタビュー調査で収集したデータは，M-GTA の分析ツールを用いて GTA の簡略版で






























名，定義，具体例，理論的メモという 4 項目で構成し，1 概念で 1 枚を作成した．分析ワー














から，まず 4 人目の対象者から概念の抽出を開始し，1 人目～3 人目の内容はそれをベース
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概念の個数は対象者が 11 人目から 18 個で落ち着き始め， 15 人目から新たな概念が抽出
されなくなり，18 人目には理論的飽和化に達したと判断したが，念のため 20 人目までイン
タビュー調査を実施した．選択的コーディングと並行して結果図の修正も進め，すべてのイ
ンタビュー調査を終了した時点でストーリーラインを作成した．なお，すべての分析ワーク



















































CSF よりも詳細な成功要因を IT 部門の視点から抽出できたものと考える． 






































































































































ITIL 実践の成果へ至る CSF としては，成果へ直結する＜プロセス系 CSF＞とそれを後方










































ITIL 実践で成果を得るためには運用プロセスの PDCA を着実に回していく必要がある．
まずは，PDCA の P として，「プロセスと指標の構築」がある．とくに適切な指標の策定が
重要な成功要因の一つであり，ITIL のベストプラクティスを参考にしながら自社に適合し
た指標を設定することが求められる．また，プロセスのシステム化も併せて実施し，手作業
に頼らない効率的なプロセスの構築も推奨される．次に，PDCA の D として，日々の「プ
ロセスの実践」を行う．ここでは，ルールに準拠したプロセスをミスなく着実に実施するこ
とが求められる．次に，PDCA の C として，プロセスの監視と評価のために「指標によるプ
ロセス状況のチェック」も行う．指標が作りっぱなしとならないように，上位者や第三者に

















3.4 ITIL 実践に有効な 3 つの施策 
本節では，実務家に対して「ITIL 実践に有効な 3 つの施策」を提示する．施策の内容は，




























































































った活動により IT 部門が経営層に働きかけ，巻き込んでいく必要がある．これも 1 つ目と
同様に本研究の視点に拠る成果といえる． 
3 つ目の相違点としては，上記とは逆に，「7 つの CSF」にある「ガバナンスの強化」が本
研究では抽出されなかったことが挙げられる．ガバナンスの強化とは，経営層が IT 部門の
業務執行を統治するための施策である．第 2 章で述べた COBIT はそのためのフレームワー
クである．ガバナンスの強化は経営者視点での施策のため，本研究の視点では抽出されなか
ったと推察される． 


















系 CSF＞を経て＜成果＞へ至るという 3 つの枠組みで構成されていることが挙げられる．
この枠組みは，結果的に，先行研究で述べた Eikebrokk 他のモデル（図 2-4）と似ている

































































本章では，「ITIL 実践における CSF から成果へ至るメカニズムを，さらに詳細な成功要因
を IT 部門の内部に求めることによって明らかにすること」を目的とし，IT 部門の視点から
それを論じた．そのため，国内企業の IT 部門に所属する 20 名に対して半構造化インタビュ
ーを実施し，M-GTA の分析ツールを用いて分析を行った．これにより 18 個の概念，6 個の
















次の考察として，本モデルには以下の 5 つの特徴があることを示した． 
(1) ＜支援系 CSF＞＜プロセス系 CSF＞＜成果＞という枠組みで構成されていること． 
(2) ＜プロセス系 CSF＞を CSF の一つとして捉えていること． 
(3) 【経営層による支援】をすべての成功要因の前提としていること． 
(4) ある成功要因をうまく実行するために別の成功要因を利用していること． 
(5) M-GTA の概念レベルに実践上のポイントがあることを示したこと． 
本モデルの活用方法としては，企業等の IT 部門で ITIL を実践する際に，計画局面と実施
局面で有用であることを示した． 


































事例としては，ある企業（以下，A 社）で 2012 年から 2015 年にかけて実施されたシステ
ム障害対応の取り組みを取り上げる．これはシステム障害対応の活動を測定する指標を開
発して適用することにより，システム障害の回復時間の短縮を実現した事例である．本件は，
ITIL の 26 個のプロセスのうち，インシデント管理プロセスのバージョンアップの事例にあ
たる． 
本事例を採用することには，次の 2つの理由から妥当性があると考える．1つ目の理由は，























4.3.1 背景と経緯  
A 社は大手保険会社の情報システム子会社であり，社員数は 1362 名である．A 社では
1998 年の金融自由化を機に情報システムの大規模化･複雑化が急伸し，2000 年頃にはシス
テム障害が多発して経営問題となった．そこで A 社は様々な対策を実施してきた．2001 年
からは ITIL の導入を開始し，システム運用部門の社員全員に ITIL ファンデーション資格の
取得を義務付けるなど，ITIL の推進に積極的に取り組んできた．2006 年には ISO20000 も
取得して，運用部門の強化を図ってきた． 
A 社では FFA チームと呼ばれるシステム障害対応の専任チームを設置して成果をあげて
いる．FFA とは Fire Fighting Action の略であり，火災発生時の初期消火に例えて FFA と称し
ている．FFA チームの役割は，障害を発生させた部署のメンバーと共に障害対応を行うこと




















という 2 つの目的があるが，FFA チームの役割はその後者にあたる．システム障害の年間





4.3.2 課題解決のプラクティス  
FFA チームの活動を評価するための指標は，ITIL に詳しい A 社のシニアマネジャ 2 名に
よって考案された．出来上がった評価指標が表 4-1 である．本研究ではこの表 4-1 を「シス
テム障害対応の活動指標」と称する．指標は全部で 9 個ある．各項目の配点は 5 点とし，全
項目で 45 点満点である． 
採点者によって評価にブレが生じないように採点基準も明確にした．たとえば，項目 C で
は「指示されなくても連絡し，対象者が速やかに招集されれば 5 点」「指示されなくても連






定した代表値を「指標値」とした．これは FFA チーム 3 名の活動を総括的に評価するもの
である．採点後はシステム運用部門の責任者（執行役員）による承認を行い，採点の恣意性
を極力排除した． 
指標の作成に要した時間は社員 1 名に換算すると延べ約 8 時間，相互評価に要した時間
64 
 
は活動 1 回あたり約 1 時間であった． 
 






対象期間は 2012 年度から 2015 年までの 4 年間である．FFA チームでは 4 年間にわたり
指標の取得を行った．対象期間におけるデータ件数は，2012 年度 7 件，2013 年度 11 件，
2014 年度 9 件，2015 年度 8 件の合計 35 件である．  
指標の活用方法としては，1 件毎の障害対応の振り返りに利用することに加え，年度毎の
傾向分析で弱点を抽出してそれを改善した．取り組み当初の 2012 年度の項目別の指標値を
レーダーチャートで表現したグラフが図 4-1 である．このグラフから指標値が 2 極化してお
り，A/B/C/D/I が優れ，E/F/G/H に課題があることが分かる．A 社では，経営層主導のもと，





















(1) 項目 Eの強化：速やかなデータ取得や調査の実施 






(2) 項目 Fの強化：速やかな原因の特定 
システム障害の内容を調査したところ，多くは基盤系システムの変更作業時に発生して
いた．一方，FFA チームの 3 名の行動を確認したところ，１名の行動が鈍いことが分かっ
た．その理由をヒアリングしたところ，基盤系システムに詳しくないため，原因の特定の主
導に時間を要していた．そのため集中的に基盤系システムの学習を行い，他のメンバーと知
識の共有を図った．これにより該当の 1 名の行動が迅速になった． 
 
(3) 項目 Gの強化：速やかな対応策の確定 
この項目の指標値が低い理由を分析したところ，対応策実施の最終判断（意思決定）が遅
いことに起因していることが分かった．対応策の最終的な意思決定は IT 部門長であるため，
FFA チームとしては障害時には即座に IT 部門長に連絡を取り，（IT 部門長は東京・丸の内
に常駐していることから）即座にテレビ会議で結んで，リアルタイムに IT 部門長が意思決
定を行えるよう，活動の手順を明確化した．IT 部門長は A 社にとっては親会社の経営層に
あたるが，以上の通り，そこに働きかけて，巻き込むプロセスを構築した． 
 
















































































4.3.4 取り組み結果  
(1) 指標の改善と平均回復時間（MTTR）の短縮 
前節の取り組みを推進した結果，チーム活動の指標値は大幅に改善した（図 4-2）．2012 年
度（図 4-1）と 2015 年度（図 4-2）を比較すると E/F/G/H の改善は明らかである．各項目の
指標値の年度推移を図 4-3 に示す．特筆すべきは E/F/G/H の値の変化である．取り組み当初






成果を確認するために，2011 年度から 2015 年度の MTTR の経年変化を図 4-5 に示す．2011
年度は 328 分であった MTTR は毎年着実に短くなり，2015 年度には 168 分となって 2011 年
度対比 49％の短縮となった．以上から MTTR の短縮化が実現できたことは明らかである．








































チーム活動の指標値と MTTR の短縮という成果の相関関係を確認するため，2012 年度か
ら 2015 年度のシステム障害全件（35 件）の復旧時間と指標値の関係を散布図で示した（図



















































 本節では，前節で詳述した A 社の取り組みを通じて，どのような CSF･成果が発揮されて
いたかを確認することにより，「ITIL 実践の CSF―成果モデル」の評価と拡張を行った． 
 













2018 年 1 月にインタビュー調査を実施した．対象者はチームの担当者，チームリーダー，
部長の 3 名に加え，彼らと同じ部で違うチームの社員 2 名という人選とし，チーム内外や
各階層からデータを取得して調査の確度を高めた．なお，本研究ではインタビューを実施し























































4.4.2 調査結果  
調査結果の一覧を表 4-2 に示し，詳細内容を以下に列挙する．なお，インタビュー調査の
実例を☆印で，直接観察の実例を★印で，資料閲覧の実例を◆印で表記する． 
A氏 B氏 C氏 D氏 Ｅ氏
①経営層の理解 ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ★ ◆
②経営層の関与 ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ★ －
③組織目標や社内運動 ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ － ◆
④ドキュメント化と知識の共有 ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ★ ◆
⑤経営層への働きかけ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ★ －
⑥開発部門との協業 ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ★ ◆
⑦運用部門内の協力 ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ★ ◆
⑧組織的なモチベーション向上策 － － － － － － －
⑨研修受講や資格取得 ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ★ ◆
⑩プロセス設計の知識と能力 ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ － －
⑪プロセスと指標の構築 ☆ － － ☆ ☆ ★ ◆
⑫プロセスの実践 ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ★ －
⑬指標によるプロセス状況のチェック ☆ ☆ ☆ ☆ － ★ ◆
⑭プロセスの改善活動 ☆ － ☆ ☆ ☆ ★ ◆
⑮運用品質の向上 ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ★ ◆
⑯標準化 ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ★ －
⑰見える化 ☆ － ☆ ☆ ☆ ★ ◆



































































































































































































































































































































































発揮されたのかを確認した．その結果，モデルに含まれる 18 個の概念のうち 17 個のそれ
で発揮度を確認し，残りの 1 個についてもその必要性を確認した．また，19 個目の概念と
して，システム運用者の「主体性の獲得」を抽出した．それゆえ，前章で構築したモデルを，
19 個目の概念を含むモデルに拡張し，「（拡張版）ITIL 実践の CSF－成果モデル」を提案し
た．以上により，本章の「モデルの有用性を高める」という目的は達せられたと考える． 
本章の制約として，次の 2 つが考えられる．1 つ目として，本章は 1 社の評価で一般化可
能性を高めたに過ぎず，今後はさらなる事例の適用によるモデルの評価と拡張が期待され
る．2 つ目として，本章は ITIL の中心的なプロセスであるインシデント管理プロセスの事
例でモデルの評価を行ったが，今後は問題管理や変更管理など他の ITIL プロセスでの評価
も必要である． 










5.1 目的  
本章では，「ITIL 実践の CSF－成果モデル」から導出された施策の実践を行う．第 3 章






















































































全体で 7 か月間のプロジェクトであった（2017 年 7 月に開始し，2018 年 2 月に終了）．その
期間内に，以下の各サイクル（計画，実行，評価，振り返り）を 3 回実施した． 
・第 1 サイクル：2017 年 7 月～9 月（2 ヵ月間）． 
・第 2 サイクル：2017 年 9 月～11 月（2 ヵ月間）． 
・第 3 サイクル：2017 年 11 月～2018 年 2 月（3 ヵ月間）． 
また，各サイクル実施後にアンケート調査を実施した．次項から各サイクルでの実施内容
を詳述する． 
第 1 サイクルを実施するにあたり，KJ 法（川喜田，1967）を用いてモチベーション向上
策の内容を検討した． KJ 法に参加したメンバーは，システム運用部門の管理職 2 名と担当
者 3 名の合計 5 名である．検討は B 社の会議室で 4 時間実施された．まず KJ 法の手続きと
ワークモチベーション理論について確認を行い，その後は KJ 法に習熟したメンバーがファ
シリテータを担って施策の案出を行った．施策はワークモチベーション理論の各側面に関






























5.4.2 第 1 サイクル 

































(5) 第 1サイクルの評価と振り返り 






5.4.3 第 2 サイクル 
第 2 サイクルは，2017 年 9 月から 11 月まで 2 ヵ月間実施された．第 2 サイクルの内容

























5.4.4 第 3 サイクル 




数）の推移を示す．この図の通り，改善活動は毎月 10 件～30 件をコンスタントに実施され
ている．つまり，第 3 サイクルでは，通常の改善活動は実施しながらモチベーション向上策
を実施しないという状態を作り出した． 
第 3 サイクル終了後に第 3 回アンケート調査を実施した．その結果，予想通り，モチベー
ションは下降していた．ワークモチベーション理論の 4 つの側面の順番は，第 1 回・第 2 回
の調査結果と同じであった． 

























①第 1 サイクル実施前（2017 年 7 月時点）のモチベーション 
②第 1 サイクル実施後（2017 年 9 月時点）のモチベーション 
③第 2 サイクル実施後（2017 年 11 月時点）のモチベーション 
④第 3 サイクル実施後（2018 年 2 月時点）のモチベーション 
なお，①第 1 サイクル実施前と②第 1 サイクル実施後のモチベーションは，2017 年 9 月




質問項目は池田他を参考にして 12 項目を設定した（表 5-2）．4 つの側面（達成志向，競























あまりそう思わない」「1.そう思わない」のリッカートスケールの 5 件法とした． 
回答者数は毎回 44 名であった（出張者や傷病欠勤を除く運用部門の社員全員）．調査対象
者は毎回同じ社員とした．44 名の内訳は管理職が 12 名，担当者が 32 名であった． 
 
5.5.2 調査結果 
アンケート調査の結果を図 5-3 に示す．第 1 サイクル実施時に大幅にモチベーションが



























































ワークモチベーション理論の 4 つの側面を 4 つの「群」とみなして，4 つの側面間の要因
（以下，群間と呼ぶ）と時間経過の要因（以下，群内と呼ぶ）を 2 要因とする反復測定の
2 元配置分散分析を行った．さらに，多重比較検定により，群間・群内の対比を行った．
なお，統計処理は SPSS Ver.25 で行った．その結果，以下が分かった． 
 
結論 1 





群内においては，第 1 サイクル後と第 2 サイクル後の比較で有意でなかったが，それ以
外はすべて有意な差がみられた(表 5-3 の##) ．つまり，アクションリサーチ実施前から第




平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差
達成志向 3.80 0.79 4.16 0.73 4.08 0.88 3.68 0.82
競争志向 3.14 0.84 3.35 0.98 3.27 1.15 3.08 0.82
協力志向 3.90 0.83 4.28 0.78 4.20 0.85 4.04 0.84
学習志向 4.17 0.78 4.57 0.67 4.47 0.67 4.20 0.79
群間の有意性  ** p<0.01, *p<0.05 














モチベーション向上策の有効性について考察する．図 5-3 と表 5-2 から分かる通り，サイ
クル 1 のモチベーション向上策により 4 つの側面すべての平均値が有意に上昇しており，
今回のモチベーション向上策の実践は成功したものと考えられる．一方，第 2 サイクルで追
加の施策を実施したが，それによるモチベーションの向上は見られず，むしろ平均値は多少







































本研究の目的は，「ITIL 実践における CSF から成果へ至るプロセスを明らかにし，企業等
の IT 部門にとって有用性の高いモデルを提示すること」であった． 
第 2 章では，以上の目的を踏まえて関連研究の探索を行い，以下 2 つの課題があること
を明らかにした． 
課題 1：先行研究において CSF は豊富に抽出されているが，それよりも詳細なレベルの成
功要因は部分的にしか抽出されていない． 
課題 2：先行研究において CSF と成果の関係は IT 部門の外部や経営層の視点から論じられ
ているが，IT 部門の視点から論じられていない． 
 
以上の課題を踏まえ，以下の 3 つを研究課題として設定した． 
研究課題 1： CSF から成果へ至るメカニズムを，さらに詳細な成功要因を IT 部門の内部に
求めることによって明らかにする．その際，IT 部門の視点からそれを論じる． 
（モデルの構築） 
研究課題 2：研究課題 1 で構築したモデルの評価・拡張を行い，モデルの有用性を高める． 
（モデルの拡張） 
研究課題 3：研究課題 1 で構築したモデルから導出された施策を実践し，モデルの有用性を
さらに高める．（モデルの実践） 
 
第 3 章では，研究課題 1 に取り組んだ．研究方法としては，国内企業の IT 部門に所属す
る 20 名に対して半構造化インタビューを実施してデータを収集し，M-GTA の分析ツール
を用いて分析を行った．その結果，18 個の概念，6 個のカテゴリー，3 個のカテゴリーグル
ープから成る「ITIL 実践の CSF－成果モデル」を構築した．そのモデルのカテゴリーは先
行研究の CSF のレベルに相当し，概念はさらに詳細な成功要因に相当する．さらに，従来
の CSF の論議には無い詳細なレベルの成功要因の分析により，実務家に対して「ITIL 実践










第 4 章では，研究課題 2 に取り組んだ．研究方法としては，実際の事例を用いて，トライ
アンギュレーションの手法で評価を行った．証拠源としては，インタビュー調査，直接観察，
資料閲覧の 3 つからデータ収集を行い，調査結果の妥当性を高めた．事例としては，ある企
業で 2012 年から 2015 年にかけて実施された，システム障害対応の活動を測定する指標の
適用により回復時間の短縮という成果をあげた取り組みを採用した．この事例を通じて，モ
デルに含まれる 18 個の成功要因･成果が発揮されたか否かを一つずつ確認した．その結果，












組みにより，第 3 章で導出した「ITIL 実践に有効な 3 つの施策」の 1 つである「改善活動
の活用によるモチベーションの向上」を実践して有効性を確認し，モデルの有用性をさらに
高めることができたと考える． 







 本研究の貢献は，企業等の IT 部門における ITIL 実践の成功への道筋を明らかにしたこと
であり，ひいては航空会社･鉄道会社･電気会社･ガス会社･金融機関など社会的使命により
情報システムに高い運用品質を求められる企業等において，業務継続性の観点で役立つも
のである．とくに本研究は，IT 部門主導で ITIL を実践する際に有効な施策を提示したこと
により，国内に多いボトムアップ型企業の IT 部門の人々に役立つものである．また，モデ
ルの構築，拡張，実践を通じて，モデルの有用性を高めたことも本研究の貢献と考える．本
















今後の取り組み課題としては，次の 4 つが考えられる．1 つ目は，「ITIL 実践に有効な 3
つの施策」のうち残りの 2 つの「IT 部門から経営層への働きかけ」と「プロセス設計でき
る人材の確保」を実践し，それらの有効性を確認することである．本研究では，施策の優先
度の観点から「改善活動の活用によるモチベーションの向上」を実践したが，残りの 2 つも
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 ※以下の「ITIL 実践」とは，ITIL の導入･定着のことです． 
質問 1）ITIL 実践に関して経営者の理解はありますか？  
質問 2）組織的な施策や支援策はありますか？  
質問 3）運用部門は内外で協力していますか？  
質問 4）メンバーの専門性の向上を図っていますか？  
質問 5）プロセスのチェックや改善を行っていますか？  
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付録 C 直接観察によるフィールドノート 
 ※会社名および個人名が特定できる文言にはマスクを掛けた． 
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